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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 18,940 △16.4 △166 ― △241 ― △201 ―
22年3月期第2四半期 22,648 20.9 △770 ― △854 ― △894 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 △1.71 ―
22年3月期第2四半期 △6.85 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 30,460 7,874 25.9 43.16
22年3月期 35,374 8,269 23.4 45.22

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  7,874百万円 22年3月期  8,269百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
(注２）上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式（非上場）の配当の状況について
は、後述の「種類株式の配当状況」をご覧ください。 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年3月期 ― 0.00
23年3月期 

（予想）
― 1.00 1.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 53,800 △8.2 1,770 6.6 1,520 1.3 1,430 △1.0 10.11



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品
取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きは終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想値と異
なる結果となる可能性があります。 

4.  その他 詳細は、【添付資料】P.2「定性的情報・財務諸表等」をご覧ください。

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 135,677,164株 22年3月期  135,677,164株
② 期末自己株式数 23年3月期2Q  262,350株 22年3月期  258,079株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 135,416,633株 22年3月期2Q 135,425,626株



  種類株式の配当の状況 

  普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る1株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。 

 (注) 当四半期における配当予想の修正有無 ： 無 

  発行済株式数(乙種優先株式) 

  期末発行済株式数 ： 23年３月期第2Ｑ  10,000,000株 

  

  
１株当たり配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

 乙種優先株式      

22年3月期  －  －  － － － － 14 61  14  61

23年3月期  －  －  － －

23年3月期（予想） － － 6 10  6  10
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、中国等の新興国向けを中心とした輸出の回復や国の経済対策

などにより、持ち直しの傾向が見られましたが、欧州や米国などの海外景気の下振れ懸念や、円高・株安傾向が続

くなど、景気の先行きは依然として不透明なまま推移しました。 

 建設業界におきましては、民間設備投資についてはやや持ち直してきていますが、公共建設投資については、国

の今年度の公共事業関係費が大幅に減少となったことにより、引き続き厳しい価格競争を強いられる受注環境とな

りました。 

 このような事業環境において、当社グループは経営理念「基礎工事における総合技術力と効率的な経営で、安

全・安心な国土造りに貢献する会社」の追求、経営ビジョン「信頼される技術力に培われた、環境・防災工事を主

力とした基礎工事のエキスパート」の実現のため、経営方針、事業戦略に基づき諸施策を推進してまいりました。

その結果、受注高は公共建設投資の削減による受注競争の激化、採算を重視した選別受注により26,381百万円

（前年同期比20.0％減）となり、それに伴い、売上高は18,940百万円（前年同期比16.4％減）となりました。利益

面では、不採算工事の減少による利益率の改善、経費削減、工事代金回収促進による支払利息の削減、貸倒引当金

戻入益により、営業損失は166百万円（前年同期は営業損失770百万円）、経常損失は241百万円（前年同期は経常

損失854百万円）、四半期純損失は201百万円（前年同期は四半期純損失894百万円）となりました。 

また、非連結子会社であるドーム建設工業㈱の清算が平成22年9月29日に結了しました。 

当社グループの売上高は、通常の受注形態として第４四半期に完成する工事の割合が大きく、業績に季節的変

動があります。 

   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第2四半期連結会計期間末における財政状態は、総資産が30,460百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,913

百万円減少しております。主な増減内容としては、流動資産で、現金預金が1,795百万円、未成工事支出金が1,562

百万円増加し、受取手形・完成工事未収入金等が8,255百万円減少しております。 

 負債合計は、22,586百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,518百万円減少しております。主な増減内容とし

ては、未成工事受入金が1,681百万円増加し、支払手形・工事未払金等が4,913百万円、短期借入金が516百万円、

流動負債のその他が587百万円減少しております。 

 純資産合計は7,874百万円となり、前連結会計年度末に比べ395百万円減少しております。これは主に、当第２四

半期累計で純損失を201百万円計上し、乙種優先株式の配当を146百万円実施したことによるものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成22年11月４日に、平成23年３月期第２四半期（累計）連結業績予想数値の修正を行いましたが、平成22年５

月11日に公表いたしました通期連結業績予想につきましては変更ありません。   

  

（１）重要な子会社の異動の概要（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

 該当事項はありません。 

   

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理の算定方法 

・たな卸資産の評価方法  

    四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し前連結会計期間末に係る実地棚卸高

  を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。  

・固定資産の減価償却費の算定方法 

    減価償却費の算定の方法として定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

  額を期間按分して算出する方法によっております。  

・法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

    繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

  況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予想やタックス・

  プランニングを利用する方法によっております。 

  

②四半期連結財務諸表の作成における特有の会計処理の適用 

 該当事項はありません。  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

２．その他の情報



（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 会計処理基準に関する事項の変更 

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を適用し

ております。 

  なお、これによる損益に与える影響はありません。 

     

  

  



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 8,966 7,170

受取手形・完成工事未収入金等 9,941 18,197

商品及び製品 5 4

販売用不動産 0 9

未成工事支出金 3,079 1,517

材料貯蔵品 121 124

その他 586 418

貸倒引当金 △109 △176

流動資産合計 22,590 27,266

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 1,252 1,291

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 231 280

土地 5,344 5,349

リース資産（純額） 36 48

その他（純額） 2 2

有形固定資産計 6,867 6,971

無形固定資産   

その他 240 239

無形固定資産計 240 239

投資その他の資産   

投資有価証券 401 539

その他 506 569

貸倒引当金 △145 △211

投資その他の資産計 762 897

固定資産合計 7,870 8,107

資産合計 30,460 35,374

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 8,862 13,776

短期借入金 4,293 4,810

未成工事受入金 3,667 1,986

リース債務 35 32

完成工事補償引当金 60 79

工事損失引当金 38 52

賞与引当金 287 289

その他 759 1,347

流動負債合計 18,005 22,374



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

固定負債   

リース債務 37 44

繰延税金負債 15 47

退職給付引当金 3,951 3,885

その他 575 752

固定負債合計 4,580 4,729

負債合計 22,586 27,104

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,052 6,052

資本剰余金 1,753 3,753

利益剰余金 111 △1,541

自己株式 △65 △64

株主資本合計 7,852 8,199

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 22 70

評価・換算差額等合計 22 70

純資産合計 7,874 8,269

負債純資産合計 30,460 35,374



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高   

完成工事高 22,608 18,897

その他の事業売上高 40 42

売上高合計 22,648 18,940

売上原価   

完成工事原価 20,535 16,665

その他の事業売上原価 16 16

売上原価合計 20,552 16,682

売上総利益   

完成工事総利益 2,072 2,231

その他の事業総利益 23 26

売上総利益合計 2,096 2,257

販売費及び一般管理費 2,866 2,424

営業損失（△） △770 △166

営業外収益   

受取利息 2 1

受取配当金 4 6

特許関連収入 12 7

還付加算金 7 －

その他 2 4

営業外収益合計 29 19

営業外費用   

支払利息 105 83

その他 8 12

営業外費用合計 113 95

経常損失（△） △854 △241

特別利益   

前期損益修正益 6 －

固定資産売却益 2 1

貸倒引当金戻入額 － 77

償却債権取立益 17 18

その他 1 2

特別利益合計 27 100

特別損失   

固定資産除売却損 6 4

減損損失 10 －

特別損失合計 16 4

税金等調整前四半期純損失（△） △843 △146

法人税、住民税及び事業税 51 54

法人税等合計 51 54

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △201

四半期純損失（△） △894 △201



（第２四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高   

完成工事高 13,075 10,941

その他の事業売上高 19 22

売上高合計 13,094 10,964

売上原価   

完成工事原価 11,505 9,551

その他の事業売上原価 7 9

売上原価合計 11,512 9,560

売上総利益   

完成工事総利益 1,569 1,390

その他の事業総利益 11 13

売上総利益合計 1,581 1,403

販売費及び一般管理費 1,327 1,193

営業利益 254 210

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 0 0

特許関連収入 4 3

その他 1 2

営業外収益合計 8 6

営業外費用   

支払利息 48 42

その他 4 6

営業外費用合計 52 48

経常利益 209 168

特別利益   

前期損益修正益 6 －

固定資産売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 － 88

償却債権取立益 7 18

その他 1 2

特別利益合計 15 110

特別損失   

固定資産除売却損 6 1

減損損失 10 －

特別損失合計 16 1

税金等調整前四半期純利益 208 277

法人税、住民税及び事業税 18 23

法人税等合計 18 23

少数株主損益調整前四半期純利益 － 253

四半期純利益 189 253



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △843 △146

減価償却費 128 122

減損損失 10 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △112 △133

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △13 △19

工事損失引当金の増減額（△は減少） △42 △14

賞与引当金の増減額（△は減少） 137 △2

退職給付引当金の増減額（△は減少） 157 66

受取利息及び受取配当金 △7 △7

支払利息 105 83

有形固定資産除売却損益（△は益） 3 3

売上債権の増減額（△は増加） 6,604 8,255

販売用不動産の増減額（△は増加） － 9

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,606 △1,562

その他の資産の増減額（△は増加） 388 △103

仕入債務の増減額（△は減少） △3,295 △4,913

未成工事受入金の増減額（△は減少） 607 1,681

その他の負債の増減額（△は減少） △141 △756

その他 － △2

小計 2,081 2,560

利息及び配当金の受取額 7 7

利息の支払額 △111 △87

法人税等の支払額 △64 △58

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,912 2,422

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △4 △14

有形固定資産の売却による収入 2 6

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

投資有価証券の売却による収入 0 －

無形固定資産の取得による支出 △23 －

非連結子会社の清算による収入 － 60

貸付金の回収による収入 2 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △23 53

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,476 －

長期借入金の返済による支出 △505 △516

リース債務の返済による支出 △8 △17

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 － △146

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,990 △679

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △100 1,795

現金及び現金同等物の期首残高 5,933 7,170

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,832 8,966



 該当事項はありません。 

  

 【事業の種類別セグメント情報】  

   前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月1日  至 平成21年９月30日） 

     全セグメントの売上高の合計、営業損失の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90%を超えているため、

   事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。  

   

 【所在地セグメント情報】 

  前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月1日  至 平成21年９月30日） 

     在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。  

   

 【海外売上高】 

   前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月1日  至 平成21年９月30日）  

    海外売上高がないため、該当事項はありません。 

   

 【セグメント情報】 

  当社グループは、建設事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

 （追加情報） 

    第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」 (企業会計基準第17号  平 

   成21年３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 

  20号  平成20年３月21日）を適用しております。 

   

  

  平成22年５月21日開催の当社取締役会において、資本政策及び財務戦略上の柔軟性・機動性の確保のための施策

の一環として「資本準備金の額の減少・剰余金の処分」を決議するとともに、これを平成22年６月29日開催の当社

第63期定時株主総会に上程し承認をいただきましたが、概要は下記のとおりとなっております。 

  

 ①会社法第448条第1項の規定に基づき、平成22年３月31日現在の資本準備金3,753百万円の内2,000百万円を取り

崩し、その他資本剰余金へ振り替えた結果、減少後の資本準備金は1,753百万円、その他資本剰余金は2,000百万円

となりました。 

 ②会社法第452条の規定に基づき、繰越利益剰余金のマイナス解消のため、上記資本準備金振り替え後のその他 

資本剰余金2,000百万円の内、1,584百万円を減少し、同額を繰越利益剰余金に振り替えた結果、振り替え後のその

他資本剰余金は415百万円、繰越利益剰余金は0円となりました。 

  

  また、当社は、「新中期経営計画（３カ年計画）」の最終年度を経た後に普通株式の復配を目指しております。

普通株式の早期復配の実現に向けた環境整備の一環として、平成22年６月30日付で資本準備金振り替え後のその他

資本剰余金から、乙種優先株式に累積未配当金を含め146百万円の配当を実施したことにより、その他資本剰余 

金は269百万円となりました。 

  

  以上のとおり、平成22年３月期に計上された繰越欠損は解消され、平成23年３月期の業績により普通株式の配当

が可能となることから、平成23年３月期第２四半期末の１株当たりの配当予想を0円、期末の１株当たりの期末配

当予想を1円としております。  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



  

    

  受注高（連結）の状況 

                                                                     （単位：百万円） 

  

  

  

４．補足情報

区 分 

前第2四半期累計期間  

自平成21年4月 １日 

当第2四半期累計期間 

自平成22年4月 １日  

至平成22年9月30日 

比較増減 

至平成21年9月30日  

金額 比率（％） 金額 比率（％） 金額 比率（％） 

基礎  28,070  85.2  23,673  89.7  △ 4,396  △ 15.7

土木  4,701  14.3  2,530  9.6  △2,171  △ 46.2

建築  4  0.0 - -  △4 -  

地質コンサルタント  139  0.4     134    0.5   △5    △ 3.6

その他  40  0.1  42  0.2  2  5.0

計  32,956  100.0  26,381  100.0  △ 6,575  △ 20.0


	ヘッダー4: 日特建設株式会社（1929）平成23年３月期　第2四半期決算短信
	ヘッダー5: 日特建設株式会社（1929）平成23年３月期　第2四半期決算短信
	ヘッダー6: 日特建設株式会社（1929）平成23年３月期　第2四半期決算短信
	ヘッダー7: 日特建設株式会社（1929）平成23年３月期　第2四半期決算短信
	ヘッダー8: 日特建設株式会社（1929）平成23年３月期　第2四半期決算短信
	ヘッダー9: 日特建設株式会社（1929）平成23年３月期　第2四半期決算短信
	ヘッダー10: 日特建設株式会社（1929）平成23年３月期　第2四半期決算短信
	ヘッダー11: 日特建設株式会社（1929）平成23年３月期　第2四半期決算短信
	ヘッダー12: 日特建設株式会社（1929）平成23年３月期　第2四半期決算短信
	ヘッダー13: 日特建設株式会社（1929）平成23年３月期　第2四半期決算短信
	フッター4: - 1 -
	フッター5: - 2 -
	フッター6: - 3 -
	フッター7: - 4 -
	フッター8: - 5 -
	フッター9: - 6 -
	フッター10: - 7 -
	フッター11: - 8 -
	フッター12: - 9 -
	フッター13: - 10 -


